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論　　　説

詐害的会社分割と分割会社債権者の保護 ……………渡 邊 博 己 1
号数

号 1
頁

─商号続用規制と詐害行為取消制度の
　活用を中心にして

国際的労働関係事件における外国国家等の
　民事裁判権免除について ……………………………表 田 充 生 1 号 39

スリランカ：連邦党の結成と
　タミル・ナショナリズム ……………………………松 田 　 哲 2 号 101

──1956年総選挙までの展開──

イギリス会社法における取締役の受託者的義務 ……小野里光広 2 号 143
── Fiduciary duty と Non - fiduciary duty の
　観点を中心として──

企業買収と対象会社従業員との関係 ⑴ ……………原 　 弘 明 2 号 167

日本国憲法の平和主義の理念と現実 …………………三 並 敏 克 3 号 239

捜索令状・差押え令状の呈示：
　事前提示の原則とその例外との関係………………岩 下 雅 充 3 号 269

──原則に対する例外と立ち入るために
　「必要な処分」との接点に着目して──

イギリス法における被用者の受託者的義務…………小野里光広 3 号 307
── Stafford & Ritchie の言説を中心として──

企業買収と対象会社従業員との関係 ⑵ ……………原 　 弘 明 3 号 331

判 例 研 究

留保所有権者に第三者の所有権を妨害する
　担保目的物の撤去義務が認められた事例…………渡 邊 博 己 2 号 219

──最三小判平成21・ 3 ・10民集63巻 3 号385頁

会社分割に伴う労働契約承継の効力
　（日本 IBM 事件上告審判決） ………………………原 　 弘 明 3 号 383

──最三小判平成22・7・12裁時1511号5頁

講　　　演

児童虐待における法的課題 ……………………………古橋エツ子 3 号 395
──諸外国の比較をふまえて──



176　（414）

雑　　　報

法学会記事 ……………………………………………………………… 3 号 411




